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国際税務 

QI/FATCA/CRS 関連情報 

QI/FATCA 制度における今後の対応事項 

デロイト トーマツ税理士法人 US デスク 

2023 年 10 月 5 日号 

このたびデロイト トーマツ税理士法人では、上場パートナーシップ（Publicly Traded Partnership：以下「PTP」）の投資仲介を行

う適格仲介人（Qualified Intermediary：以下「QI」）へ向けて、米国内国歳入庁（Internal Revenue Service：以下

「IRS」）が公表済みの 2023 年 QI 契約（IRS 歳入手続 2022-43）及び PTP 持分譲渡に関する追加ガイダンス（IRS 通知

2023-8）（IRS ウェブサイト（英語、PDF））に基づき、QI コンプライアンスプログラムの一部として PTP 投資仲介に係る QI 対応

要領別紙のひな型を作成した。また、2024 年には QI/FATCA（Foreign Account Tax Compliance Act）制度において多くの

金融機関が定期的検証・宣誓の期限を迎えることが想定される。本ニュースレターでは、今後の対応事項の概要をご案内する。 

1. PTP 投資仲介に係る QI 対応要領

2023 年 QI 契約からは、米国実質関連所得（Effectively Connected Income ：以下「ECI」）に該当する PTP からの分配金

及び PTP 持分の譲渡を仲介する場合の、源泉徴収・本人確認・源泉徴収義務者への連絡・報告等の QI の履行義務が明確に

規定された。2023 年以降に QI 対象取引として PTP の投資仲介を行う場合には、QI は以下のいずれかの選択肢から PTP 投資

の取扱い方針を選択し、QI コンプライアンスプログラムを策定する必要がある。 

① PTP からの分配や持分譲渡における源泉税の第一義的源泉徴収義務者となる（Nominee1となる）

② PTP からの分配や持分譲渡における源泉税の第一義的源泉徴収義務者とならずに、PTP 持分保有者の情報を上流金融

機関に開示する（Disclosing QI となる）

③ PTP からの分配や持分譲渡における源泉税の第一義的源泉徴収義務者とならずに、PTP 持分保有者の情報を上流金融

機関に開示しない（Disclosing QI とならない）

今般、デロイト トーマツ税理士法人では、上記②の Disclosing QI 又は③の Disclosing QI とはならない QI 向けの QI 対応要領

別紙のひな型を作成した。QI コンプライアンスプログラムの整備は QI としての履行義務であり、PTP 投資仲介を行う QI において

は、2023 年以降を対象年とした定期的検証で QI コンプライアンスプログラム内の PTP 投資仲介に関する事項についても検証対

象となるため、お早めに準備されたい。なお、日本の QI においては、PTP の投資仲介を行う場合で、これまで ECI が全く発生してい

ないケースが多くみられるが、その場合には、必ずしも PTP 持分保有者は米国での申告義務及び米国納税者番号の取得は必要

とされない。しかし、仲介する QI は、2023 年 QI 契約 Sec. 8.07 に基づき、Nominee 報告義務を負うこととなるため、QI コンプラ

イアンスプラグラムに方針、手順等を規定する必要があるので留意されたい。

1 内国歳入法 1446(a) 条あるいは 1446(f)条において、Nominee とは、米国非居住者などのために、PTP 持分を保有する者で、①米国居住者、

米国法人、米国で組織されたパートナーシップなども含む米国人（US Person）、②PTP からの分配に対して源泉徴収の第一義的義務を引き

受ける QI、又は③米国非居住者の米国支店で PTP からの分配金について米国人として取り扱われることに同意する者を意味する。 

https://www.irs.gov/pub/irs-drop/rp-22-43.pdf
https://www.irs.gov/pub/irs-drop/n-23-08.pdf
https://www.irs.gov/pub/irs-drop/n-23-08.pdf
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2. QI 定期的検証・宣誓 

2020 年 1 月 2 日から 2021 年 1 月 1 日までに QI 契約が有効となった QI 及び前回の QI 定期的検証・宣誓期限が 2021 年

12 月 1 日（延長前期限：2021 年 7 月 1 日）又は 2022 年 3 月 1 日（延長前期限：2021 年 12 月 31 日）であった QI

は、2024 年に QI 定期的検証・宣誓の期限を迎えることが想定される。宣誓対象期間は QI 契約が有効となる年から完全な 3

暦年の末日又は前回の宣誓対象期間の翌日から完全な 3 暦年の末日までであるため、2024 年期限の宣誓対象期間は QI 契

約有効日又は 2021 年 1 月 1 日から 2023 年 12 月 31 日までである。 

QI は上記の宣誓対象期間からいずれか 1 暦年を定期的検証の対象年として選択可能であり、定期的宣誓期限は、2021 年又

は 2022 年を検証対象年として選択する場合には 2024 年 7 月 1 日、2023 年を検証対象年として選択する場合には 2024 年

12 月 31 日となる。なお、原則として定期的検証は検証対象年中に有効であった QI 契約に基づいて実施するため、2023 年を

検証対象年として選択する場合には 2023 年 QI 契約に基づいて検証を実施することになる。特に PTP 投資仲介を行う QI にお

いては、2023 年 QI 契約では検証項目が増加することが想定されるため、今回は 2021 年又は 2022 年を検証対象年として選

択することも検討されたい。 

また、宣誓対象期間の各暦年について、報告対象金額が 500 万ドル（5,000,000 USD）を超えていないなど、一定の要件を満

たす QI は検証の免除を申請することが可能である。ただし、定期的検証の免除申請の対象となる QI も 2024 年 7 月 1 日まで

の定期的宣誓を実施する必要がある。 

なお、2023 年 QI 契約に基づき、今回の定期的宣誓からは、宣誓時に QI アカウントマネジメントシステム上にて QI 定期的検証リ

ポート及び検証対象年を除く宣誓対象期間（定期的検証免除申請を行う場合には宣誓対象の 3 暦年分）の上流金融機関

と QI 自身が発行した様式 1042-S/1042 の突合表のアップロードが必須となる。 

3. FATCA 定期的検証・宣誓 

2020 年 1 月 2 日から 2021 年 1 月 1 日までにグローバル仲介人認識番号（Global Intermediary Identification 

Number：以下「GIIN」）を取得した外国金融機関（Foreign Financial Institution：以下「FFI」）及び前回の FATCA 定期

的検証・宣誓期限が 2021 年 7 月 1 日であった FFI は、2024 年 7 月 1 日に FATCA 定期的検証・宣誓の期限を迎えることが

想定される。 

参加 FFI／報告モデル 2FFI／スポンサー事業体として登録した金融機関は期限までに定期的検証及び宣誓を、登録みなし遵守

FFI の場合には期限までに定期的宣誓を実施する必要がある。参加 FFI／報告モデル２FFI／スポンサー事業体は内部統制の有

効性についての宣誓が求められるが、初回の定期的宣誓である場合には既存口座の宣誓（Certification of Preexisting 

Accounts： COPA）も追加で必要となる。 

なお、2017 年に IRS が更新した FFI 契約が 2022 年 12 月 31 日に失効済みであることに伴い、2023 年 1 月 1 日以降に有効

となる新 FFI 契約の公表が今後予定されている。現時点において具体的な契約更新の時期及び方法は IRS により公表されてい

ないが、 FFI 契約の更新が見込まれるため、定期的検証・宣誓の準備を行いながら今度の動向を注視されたい。 

おわりに 

デロイト トーマツ税理士法人では 10 月以降に QI 対応要領の PTP 投資仲介に係る QI 対応要領別紙のひな型を、PTP 投資仲

介を行う QI 向けに販売予定である。PTP 投資仲介を行っている、又は、行うことが想定される QI においては QI コンプライアンスプ

ログラムの整備が求められることから、購入をご検討いただきたい。 

また、QI/FATCA の定期的検証・宣誓について、定期的検証の実施及び定期的宣誓に関する助言を行っている。自社の定期的

宣誓期限が不明の場合には、QI アカウントマネジメントシステム又は FATCA ポータルにログインいただき、前回又は今回の定期的

宣誓期限をご確認いただきたい。特に定期的宣誓の実施後には IRS からの照会を受領する可能性があるため、QI アカウントマネ

ジメントシステム及び FATCA ポータル上の責任者・連絡担当者の登録内容は常に最新の情報を反映する必要がある。今後は

2024 年 7 月 1 日の期限に向けて多くの金融機関で定期的検証・宣誓の対応を行うことが想定されるため、現時点で未対応の

金融機関においてデロイト トーマツ税理士法人のサービスをご希望される場合にはお早めにご連絡いただきたい。 

デロイト トーマツ税理士法人では、QI、FATCA、CRS、及び米国税務に関して専門チームを有し、常に最新情報を入手の上、多数

の金融機関にサービスを提供している。今回のニュースレターでご案内した内容のほか、制度内容・法令等でもご不明な点等があれ

ば、ご相談いただきたい。 

 

 

 

Any tax advice included in this written or electronic communication was not intended or written to be used, 

and it cannot be used by the taxpayer, for the purpose of avoiding any penalties that may be imposed by any 

governmental taxing authority or agency. 
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過去のニュースレター 

過去に発行されたニュースレターは、下記のウェブサイトをご覧ください。 

www.deloitte.com/jp/tax/nl/us 

お問い合わせ 

米国税務及び QI/FATCA、OECD CRS に関するお問い合わせは、下記の担当者までご連絡ください。 

デロイト トーマツ税理士法人 東京事務所 米国税務サービス 

パートナー 前田 幸作 kosaku.maeda@tohmatsu.co.jp 

シニアマネジャー 秋葉 奈緒子 naoko.akiba@tohmatsu.co.jp 

マネジャー 高島 憲一 kenichi.takashima@tohmatsu.co.jp 

マネジャー 榎本 純子 junko1.enomoto@tohmatsu.co.jp 

マネジャー 渡邊 美穂子 mihoko.watanabe@tohmatsu.co.jp 

マネジャー 近藤 祐美 yumi.kondo@tohmatsu.co.jp 

マネジャー 森本 祐佳里 yukari.morimoto@tohmatsu.co.jp 

マネジャー 添田 みほ子 mihoko.soeda@tohmatsu.co.jp 

所在地 
〒100-8362  

東京都千代田区丸の内三丁目 2 番 3 号 丸の内二重橋ビルディング 

Tel 03-6213-3800（代）

email tax.cs@tohmatsu.co.jp 
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